




様式１

１　地域の概要

（１）地域名 （２）地域内人口 27,305 （３）地域面積

（４）構成市町村等名 （５）地域の要件*

２　一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標

目　標

令和○○年度 令和△△年度 令和□□年度 令和××年度 令和●●年度 令和▲▲年度 令和■■年度

最終処分量

※　別添資料として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付する。

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

合計     事業系生活系の総排出量合計（トン）

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画　総括表１

広島県安芸高田地域 537.75

広島県安芸高田市 人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪、山村　半島　過疎　その他

（６）構成市町村に一部事務組合等が含ま
れる場合、当該組合の状況

組合を構成する市町村：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設立（予定）年月日：○○年○○月○○日設立、認可予定
設立されていない場合、今後の見通し：

埋立最終処分量（トン）

*交付要綱で定める交付対象となる要件のうち、該当する項目全てに○を付ける。

指標・単位
年

過去の状況・現状（排出量等に対する割合）

排出量

事業系　総排出量（トン）

　　　　　　1事業所当たりの排出量（トン/事業所）

生活系　総排出量（トン）

　　　　　　1人当たりの排出量（ｋｇ/人）

エネルギー回収量 エネルギー回収量
（年間の発電電力量　MWH）

（年間の熱利用量　GJ）

再生利用量
直接資源化量（トン）

総資源化量（トン）



目 標

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和7年度

総人口 30,368人 29,944人 29,500人 28,989人 28,659人 28,290人 25,902人

公共下水道
7,631人
25.1%

7,792人
26.0%

7,719人
26.2%

7,701人
26.6%

7,676人
26.8%

7,734人
27.3%

7,116人
27.5%

集落排水施設等
3,979人
13.1%

3,854人
%

3,809人
12.9%

3,820人
13.2%

3,802人
13.3%

3,666人
13.0%

3,326人
12.8%

合併処理浄化槽等
7,962人
26.2%

8,104人
27.1%

8,266人
28.0%

8,393人
29.0%

8,506人
29.7%

8,594人
30.4%

7,735人
29.9%

未処理人口 10,714人 10,109人 9,622人 8,999人 8,601人 8,223人 7,667人

基数 処理人口 開始年度 基数 処理人口 目標年次

安芸高田市 1,001 1,375 H5.4 - - -

安芸高田市 2,295 4,870 H12.4 400 856 R7

過 去 の 状 況 ・ 現 状

指標・単位

※ 計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付のこと。

浄化槽設置整備事業

浄化槽市町村整備推進事業

現 有 施 設 の 内 容 整 備 予 定 基 数 の 内 容

汚水衛生未処理人口

汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

現有施設はR2.3.31現在

現有施設はR2.3.31現在

事 業 主 体施 設 種 別 備 考

４　生活排水処理の現状と目標

５　浄化槽の整備の状況と更新、廃止、新設の予定

※ 参考として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付のこと。

汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率



様 式 ２

単位 開始 終了 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資源ごみ選別施設整備 0 0

破砕・選別施設整備 0 0

不要品再生施設整備 0 0

展示施設整備 0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

分別回収拠点整備 0 0

小規模ストックヤード整備 0 0

簡易プレス機整備 0 0

ごみ収集車整備 0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

安芸高田市 400 基 3 7 451,263 94,210 93,254 91,810 86,546 85,443 451,263 94,210 93,254 91,810 86,546 85,443

0 0

451,263 94,210 93,254 91,810 86,546 85,443 451,263 94,210 93,254 91,810 86,546 85,443

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

451,263 94,210 93,254 91,810 86,546 85,443 451,263 94,210 93,254 91,810 86,546 85,443

※１ 事業番号については、計画本文３(3)表４等に示す事業番号と一致させること。
※２ 実施しない事業の欄は削除して構わない。
※３ 同一施設の整備であっても、交付金を受ける事業主体ごとに記載する。
※４ 事業が地域計画を跨ぐ場合は地域計画期間内の事業期間を記入し、備考欄に全体の事業期間を記載すること。なお、事業期間は交付対象外部分のみを行う期間も含む。
※５ 廃焼却施設の解体と新施設の建設を異なる事業主体が実施する場合は、それぞれの事業費を別行で記載すること。

浄化槽設置整備事業

○施設整備に関する計画支援事業

○災害廃棄物処理計画策定支援事業

合     　　計

公共浄化槽等整備推進事業

最終処分場整備事業

最終処分場再生事業

○し尿処理に関する事業

汚泥再生処理センター整備事業

コミュニティ・プラント整備事業

○浄化槽に関する事業

○有機性廃棄物リサイクル推進に関する事
業

ごみ飼料化施設整備事業

ごみたい肥化施設整備事業

○廃棄物運搬中継に関する事業

サテライトセンター整備事業

○最終処分に関する事業

○エネルギー回収等に関する事業

ごみ焼却施設整備事業

メタンガス化施設整備事業

ごみ燃料化施設整備事業

その他の施設整備事業等（施設名記載）

○マテリアルリサイクル推進等に関する事業

リサイクルセンター整備事業

ストックヤード整備事業

容器包装リサイクル推進施設整備事業

灰溶融施設整備事業

その他の施設整備事業等（施設名記載）

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表２

事　業　種　別 事業
番号
※１

事業主体
名　　　称

※２

規　模
事業期間

※５
総事業費（千円） 交付対象事業費（千円）

備　　考

事　業　名　称



【参考資料様式７】 

施設概要（浄化槽系） 
都道府県名  広島県    

 

(1) 事業主体名 安芸高田市 

(2) 事業名称 公共浄化槽等整備推進事業 

(3) 事業の実施目的及び内容 
生活雑排水未処理の計画収集世帯及び単独処理浄化槽設置世帯について

は、合併処理浄化槽設置又は切り替えを推進し、水質の改善を図ると同時

に、市民が清らかな水に親しみ、自然豊かな水辺環境の保全を目指す。 

(4）事業期間 
（生活排水処理基本計画期間）
※生活排水処理基本計画をもって地域計

画に代える場合に括弧書きで記載。 

令和３年度 ～ 令和７年度 
 

（ 令和３年度 ～ 令和７年度 ） 

(5) 事業対象地域の要件 
人口 面積 沖縄 離島 奄美 豪雪、山村 半島 過疎 その他 

該当する対象地域を選択する。 

(6) 事業計画額 

交付対象事業費        451,263千円 
うち  （以下の事業を実施する場合） 
・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費        
                        (R3.R4)  187，464千円 
・公的施設単独処理浄化槽集中転換事業に係る事業費          千円 

 
○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 
 【浄化槽設置整備事業の場合】 

区分 
交付対象基数 
（   人分） 

基準額合計 総事業費 
交付対象 
事業費 

5人槽 基（       人分）    

6～ 7人槽 基（       人分）    

8～10人槽 基（       人分）    

11～20人槽 基（       人分）    

21～30人槽 基（       人分）    

31～50人槽 基（       人分）    

51人槽以上 基（       人分）    

宅内配管費 基    

撤去費 基    

雨水貯留槽
等再利用 

基    

改築費（災
害） 

基    

改築費（長
寿命化） 

基    

浄化槽整備 

効率化事業費 

台帳作成費    

計画策定等調査費    

効果的な転換促進及び管理適正化推進費    

合 計 
  基（      人分） 

※基数の合計には、宅内配管
費、撤去費、改築費を除く。 

   



 
 【公共浄化槽等整備推進事業の場合】 

区分 
交付対象基数 

（        人分） 
基準額合計 総事業費 

交付対象 
事業費 

5人槽 100基（   214人分） 87,612 87,612 
～R4 38,475 

R5～ 49,137 

6～ 7人槽 260基（    556人分） 282,320 282,320 
～R4 110,912 

R5～ 171,408 

8～10人槽 40基（     86人分） 59,130 59,130 
～R4  28,700 

R5～  30,430 

11～15人槽 基（       人分）    

16～20人槽 基（       人分）    

21～25人槽 基（       人分）    

26～30人槽 基（       人分）    

31～40人槽 基（       人分）    

41～50人槽 基（       人分）    

51人槽以上 基（       人分）    

共同浄化槽 
  

人槽 基（       戸数） 
 

   

宅内配管費 基    

撤去費 80基 7,200 7,200 7,200 

雨水貯留槽
等再利用 

基    

改築費（災
害） 

基    

改築費（長
寿命化） 

基    

事務費 
 
 15,001 15,001 15,001 

浄化槽整備 

効率化事業費 

台帳作成費    

調査費    

計画策定等調査費    

効果的な転換促進及び管理適正化推進費    

合 計 
400基（ 856人分） 

※基数の合計には、宅内配管
費、撤去費、改築費を除く。 

451,263 451,263 451,263 

※豪雪地帯を含む 
※令和5年度からの国の基準額の変更及び補助率(当市では1/2→1/3)を反映した 
※5人槽10基、6～7人槽65基、8～10人槽5基は単独処理浄化槽の撤去費として1基あたり90千円を計上した 










